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第１章　プランの概要
１-１　策定の背景
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世田谷区内には、計画的な基盤整備が行われないまま市街化が進行した地
域が多く、全体的に道路の整備水準が低いことから、その改善に向けて、平
成２年には「道路整備方針」、平成８年には「地先道路整備方針」を定め、以
降は２つの方針に基づき計画的な道づくりを進めてきました。
およそ四半世紀に渡る取り組みによって、新たに道路が完成し安全性や利
便性が向上した地域もありますが、その効果は限定されており、いまだに、
交通渋滞の発生、通り抜け車両による住環境の悪化など、道路ネットワーク
の整備が遅れていることが原因でさまざまな問題が生じています。
さらに近年では、首都直下地震等に備えた防災・減災対策の推進、高齢社
会の進行、街づくりとの連携など、今後の社会変化に対応していくための道
路網整備の必要性がますます高まってきています。
「せたがや道づくりプラン」は、「道路整備方針」及び「地先道路整備方針」
の上位方針である「都市整備の基本方針」の改定、並びに区政の総合計画で
ある「基本構想・基本計画」の策定とあわせて、道路整備に関する２つの方
針を全面的に改定、統合し、道路の新設・拡幅整備に関する総合的な方針と
して策定するものです。
今後、区では、本プランに従って計画的な道づくりを進め、将来道路網の
実現を目指していきます。

■ 道路整備方針、地先道路整備方針の変遷

H2
策定

H8
策定

H11
策定

H16
中間見直し

H24
計画期間の延伸

計画期間終了
に伴う改定



１-２　位置付け

第 1章　プランの概要
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「道づくりプラン」は、世田谷区街づくり条例第 10 条に規定する「都市整
備方針」の分野別方針の一つとして策定するものです。
「都市整備方針」は、区政の公共的な指針である「基本構想」が示す将来像
を実現するためのものであり、「道づくりプラン」は、「都市整備方針」に定
める街づくりに関する目標を実現するうえで、必要となる道路整備に関する
取り組みを示すために策定します。

全

■ プランの位置付け

【街づくり条例】
第８条

区長は、街づくりに関する施策を総合的かつ計画的に推進し、
基本構想が示す区の将来像を実現するため、街づくりに関する総
合的な基本方針であり、かつ、都市計画法第 18 条の２第１項の
規定に基づく区の都市計画に関する基本的な方針である都市整備
方針を策定しなければならない。

第 10条
区長は、都市整備方針に定める街づくりに関する目標を実
現するため、都市施設等についての整備等に関する方針（以
下「分野別整備方針」という。）を策定するものとする。

道づくりプラン

街づくり条例第 10 条

街づくり条例第８条



１-３　内容と計画期間

　　地先道路整備方針との統合

　　プランの内容

　　計画期間

1-3-1

1-3-2

1-3-3

- 3 -

これまで道路整備に関する分野別の方針は、地区幹線道路（都市計画道路
補助線街路）と主要生活道路を対象とした「道路整備方針」と、地先道路を
対象とした「地先道路整備方針」の２つに分けて定めていました。
「地先道路整備方針」については、平成８年に策定の後、17 年が経過し、
その間に動きのあった街づくりとの整合が求められており、また、防災・減
災対策を重点化するという流れの中で、円滑な避難経路や防災拠点施設への
アクセス路の確保などの課題に対して、骨格的な道路から地先道路に至るま
で総合的な道路網を検討する必要性が生じています。このため、「道づくりプ
ラン」は、これまでの「道路整備方針」と「地先道路整備方針」を統合した
道路整備に関する総合的な方針として定めることとしました。

事業化プログラムの計画期間は、平成 26 年度から平成 35 年度の 10 年間
とします。

「道づくりプラン」には、「道路整備の基本方針」、「道路整備の目標」及び「道
路の事業化に関する計画（事業化プログラム）」を定めることとします。 

●    道路整備の基本方針
長期的な視点で必要と考えられる道路の配置計画（道路網計画）と、
その計画を実現するための考え方を定めたものです。

●    道路整備の目標
計画期間内における道づくりの目標として、上位計画が掲げる将来像
の実現に向けて取り組むべき道づくりの方向性と、喫緊の課題解決など
のために特に重点化すべき事項を定めたものです。

●    道路の事業化に関する計画（事業化プログラム）
世田谷区が主体となり新設または拡幅整備を行う地区幹線道路、主要
生活道路、地先道路及び交通広場を対象に、緊急性が高く早期に整備す
べき路線や区域、事業の方法などを、道路整備の目標に基づき具体的に
定めたものです。



　　プログラムの見直しについて1-3-4

第 1章　プランの概要
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事業化プログラムは、平成 27 年度末に予定されている「東京における都市
計画道路の整備方針（仮称）」の策定にともない必要な変更を行うほか、関連
する上位計画の変更、街づくりの動向の変化などに応じて見直しを行うもの
とします。（※P.46 参照）

■ 上位計画の計画期間

三次化計画
　～ H27

次々期方針・事業化計画



第 2章　現状と課題
2-1　道路整備の現状

　　区の道路整備の現状2-1-1
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世田谷区では、区画整理事業な
どによる計画的な基盤整備が行わ
れないまま市街化された地域が多
いため、全体的に道路整備の水準
が低く、道路率（14.1%）や平均幅
員（6.9ｍ）は、区部全体の平均（道
路率 16.4％、幅員 8.6ｍ）を下回っ
ています。
区内の各地域では、市街化が遅
れて始まった区の西部の砧地域や
北西部の烏山地域は道路率が低く、
また、古くから市街化が進んだ区
の東部では狭小な道路が多いとい
う特徴があります。また、耕地整
理などの基盤整備事業が広範囲に
行われた玉川地域は、道路率が高
く、幅員 6m 以上の道路が多く配
置されています。 区道延長

1089.5 km
93.1%

4m未満
288.6 km
24.7%

4m以上6m未満
418.5 km
35.8%

6m以上
10m未満
303.1 km
25.9%

10m以上
79.4 km
6.8%

都道延長
67.3km 
5.8%

国道延長
13.0km 
1.1% 

■ 区内の幅員別道路延長

（出典：平成 24 年度 
       　    世田谷区土木施設現況調書を基に作成）

※私道は除く

■ 各地域の幅員別道路延長

■ 基盤整備状況図

（出典：平成 24 年度 世田谷区土木施設現況調書を基に作成）

基盤整備事業施行箇所
約24k㎡

世田谷地域

烏山地域
北沢地域

玉川地域

砧地域

本章で記載している
データの数値は、四捨
五入を原則としていま
す。そのため、内訳及
び百分率の合計値が総
数と一致しない場合も
あります。



　都市計画道路、主要生活道路の整備状況2-1-2

第 2章　現状と課題
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昭和 39 年に開催された東京オリンピックを契機として、環七通り、環八通
り、甲州街道、玉川通りなどの幹線道路の整備が始まり、現在では約９割が
完成していますが、これらを補完する地区幹線道路（都市計画道路補助線街路）
及び主要生活道路の整備率はいずれも４割弱にとどまっています。

未整備区間未整備区間
事業中区間事業中区間
概成区間概成区間
整備済み区間整備済み区間

地区幹線道路｜補助線街路地区幹線道路｜補助線街路
その他の都市計画道路その他の都市計画道路
主要生活道路主要生活道路

幹線道路｜放射・環状幹線道路｜放射・環状

（平成25年3月現在）（平成25年3月現在）

■ 都市計画道路、主要生活道路の整備概況

未整備

整備済み

整備済み

整備済み

整備済み

未整備

未整備

未整備
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世田谷地域、玉川地域と比べて、世田谷区の北部や西部に位置する、北沢
地域、砧地域、烏山地域の整備率が低く、地域によって偏りがあります。また、
東西方向に比べて南北方向の整備が遅れています。

戦災復興の事業などにより基盤整備が進んだ都心部の区や東部に位置する
区と比べて、西部に位置する世田谷区の都市計画道路の整備率は低い状況に
なっています。

■ 他区と比べる都市計画道路の整備率 （出典：平成23年 国土交通省都市計画年報を基に作成）

未整備
32.5 km
71.1%

未整備
17.8 km
43.1% 事業中

2.9 km
6.4%

事業中
2.1 km
5.1%

整備済み
10.2km
22.4%

整備済み
21.3 km
51.7%

　概成
10.5 km
22.9%

概成
5.5 km
13.4%

東西方向
計画延長計
41.2 km

南北方向
計画延長計
45.6 km

整備済み  19.0 km ｜57.4%

事業中  2.4 km ｜7.2%
未整備  11.7 km ｜35.4%

概成  6.3 km ｜19.0%計画延長  33.1km

世田谷

整備  6.6 km
済み 　28.0%

事業中  1.2 km ｜5.2%
未整備  15.7 km ｜66.8%

概成  4.4 km ｜18.5%計画延長  23.6km

北沢

整備済み  22.4 km ｜64.1%

事業中  2.6 km ｜7.3%
未整備  10.0 km ｜28.6%

概成  5.9 km ｜17.0%計画延長  35.0km

玉川

整備済み  11.5 km
　　　　　　　 　38.9%

事業中  1.4 km ｜4.9%
未整備  16.6 km ｜56.2%

概成  2.4 km ｜8.2%計画延長  29.5km

砧

整備済み  9.1 km
　　　　　　39.9%

事業中  0.7 km ｜3.4%
未整備  13.0 km ｜56.7%

概成  2.8 km ｜12.0%計画延長  22.9km

烏山 ※1 支所境の道路は案分による集計
※2 高速道路は除く

■ 地域ごとの都市計画道路の整備状況

■ 方位方向別の整備状況（地区幹線道路）

※ 高速道路は除く
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　地先道路の整備状況2-1-3

第 2章　現状と課題
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消防活動困難区域を解消するために必要とされる地先道路の配置計画（幅
員 6～ 8m 以上の地先道路を 250m 間隔で配置する）を満足しない地域が、
世田谷区の北部、西部を中心に存在しています。

～ 4km/km2

4km/km2 ～

主な公共施設等

■ 幹線道路、地区幹線道路及び主要生活道路に囲まれた
区域における幅員6m以上の道路延長密度

（出典：平成 18 年度 世田谷区土地利用現況調査を基に作成）

・  幅員6m以上の地先道路の道路延長密度

250m間隔で配置する場合

4km / 1km2 ＝  4km/km21km

500m
250m

都市計画道路

主要生活道路
幅員6m以上の
地先道路

芦花公園

砧公園

駒沢公園

世田谷公園

羽根木公園



　区民の日常生活への影響2-1-4
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道路のネットワークが不完全であること、狭い道路が多いことなどにより、
区民の日常の生活にさまざまな問題が生じています。

●    歩行者や自転車交通の安全性の低下
幅員が狭く歩道が整備されていない道路にも多くの自動車が通行する
箇所もあり、歩行者や自転車利用者の安全性向上について、区民の方々
から多くの要望が寄せられています。

毎年実施されている区民意識調査でも、「道路が狭くて危険」、「車など交
通が激しい」といった項目が、地域における日常生活での困りごととして上
位に挙げられ、道路整備が不十分であることから生じる影響を多くの区民が
問題視しています。

●   公共交通機関の利用が不便な地域の存在
都市計画道路や主要生活道路の整備水準が低い世田谷区の西部地域を
中心として、バス路線網などの公共交通機関の利便性が低い地域が広がっ
ています。

1　位 2　位 3　位 4　位 5　位

地域の治安が
悪くなった平成20年度

平成21年度

放置自転車が
多くて迷惑

放置自転車が
多くて迷惑

放置自転車が
多くて迷惑

平成22年度

平成23年度

道路が
狭くて危険

道路が
狭くて危険

道路が
狭くて危険

道路が
狭くて危険

道路が
狭くて危険

車など
交通が激しい

車など
交通が激しい

車など
交通が激しい

車など
交通が激しい

車など
交通が激しい

カラス等の
鳥獣による
被害

カラス等の
鳥獣による
被害

カラス等の
鳥獣による
被害

カラス等の
鳥獣による
被害

カラス等の
鳥獣による
被害

住宅が
密集しすぎて
いる

住宅が
密集しすぎて
いる

住宅が
密集しすぎて
いる

住宅が
密集しすぎて
いる

踏切が
なかなか
渡れない

踏切が
なかなか
渡れない

平成24年度

■ 地域における日常生活での困りごと

■ 公共交通機関の利用が不便な地域

公共交通不便地域

バス停より 200m圏内

鉄道駅より 500m圏内

鉄道

バス路線

公共交通不便地域
鉄道駅から 500ｍ以上、
路 線 バ ス 停 留 所 か ら
200m以上離れた地域。
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●    住宅地の生活道路への通過交通の流入
交通処理に必要な道路網が整っていないことから、本来大量の交通を
処理することを目的としていない生活道路へ通過交通が流入し、住宅地
や商店街では、歩行者や自転車の安全性の低下、環境悪化などの問題が
発生しています。

■ 住宅地の通過交通のイメージ図

未整備の都市計画道路や
主要生活道路 目的地

出発地 都市計画道路や
主要生活道路

都
市
計
画
道
路
や

主
要
生
活
道
路渋滞などを回避する

抜け道として住宅地へ

住宅地を通る道
しかない

住宅地

交通渋滞
など

未
整
備
の
都
市
計
画
道
路
や

主
要
生
活
道
路

■ 整備済みの都市計画道路、主要生活道路以外の道路への自動車の通行状況

整備済みの都市計画道路、主要生活道路整備済みの都市計画道路、主要生活道路

整備済みの都市計画道路、主要生活道路以外で
通過交通が発生していると考えられる道路
整備済みの都市計画道路、主要生活道路以外で
通過交通が発生していると考えられる道路



2-2　道路整備の取り組みと課題

　　取り組みの成果2-2-1
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世田谷区では、平成12年度に改定した第 2 期道路整備方針に基づく取り組
みにより、平成12～23年度の期間に、地区幹線道路及び主要生活道路をあわ
せて約4.7km供用開始し、新たに約5.8kmの区間で事業に着手しました。
都市計画道路全体としては東京都事業、再開発、区画整理事業等による整
備を含め約 9.3km を供用開始し、平成 12～ 23 年度の期間で整備率は約 6ポ
イント増加しています。
また、地先道路は、平成８年に地先道路整備方針を策定し、地域特性に応
じた整備を進めてきています。平成 12～ 23 年度の期間で、約 7,600 ㎡の地
先道路用地を取得しました。

第２期道路整備方針の計画期間では、補助事業の活用による財源の確保と
ともに、道路事業の事業期間の短縮や、用地の取得が困難な物件のある路線
の事業の収束を目的とした新たな事業手法の導入を検討し、都市再生機構
（UR）の直接施行による補助 209 号線の整備、主要 106 号線（恵泉裏通り）
や補助 217 号線における土地収用法の適用、補助 154 号線における小規模な
区画整理事業の実施など、それぞれの路線の実情に応じた手法により事業を
展開してきました。

■ 第２期道路整備方針　優先整備路線の取り組み状況（地区幹線道路及び主要生活道路）

第 1 期道路整備方針と比較
すると、第２期道路整備方針
の期間における年平均事業費
は半分以上減少しています
が、事業費に占める補助金や
交付金などの割合は、８% か
ら 30%に増加しています。

■ 第１期道路整備方針と第２期道路整備方針の年平均事業費の比較

補助金等（平均 895 百万円 / 年）

補助金等（平均 1,372 百万円 / 年）

第 1期（H2-H11)
　道路整備方針

第 2期（H12-H23）
　道路整備方針

事業費 （平均 10,540 百万円 / 年）

事業費 （平均 4,556 百万円 / 年）
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　取り組みの課題2-2-2

第 2章　現状と課題
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第２期道路整備方針で新規に事業着手を目指した優先整備路線のうち、実
際に計画期間内に着手した路線は約半分ほどであり、平成 12 年の策定以前か
ら事業を進めていた路線のおよそ３割は、現在も事業を継続しています。また、
現在事業中の路線には、多くの未取得用地（約 23,000 ㎡　平成 25 年度末見
込み）が残されています。
事業が長期化している原因として、財政的な理由以外に、共同住宅、テナ
ントビルといった権利関係が複雑で用地取得が困難である物件が増加してい
ることなどが挙げられます。
財政面に関しては、第１期道路整備方針を策定した当時から現在にかけて、
行政需要が多様化し、保育サービス等の子ども関連経費や介護保険サービス
等の高齢者関連経費、生活保護費などの扶助費が増大する一方で、土木関係
の予算は削減傾向にあります。
近年、世田谷区の道路整備の予算である道路橋梁費は減少傾向が続いてい
ます。一般会計における割合でみると、平成 3年度には約 17%であったのが、
平成 23年度では約 4%に減少してきています。
今後の道路整備においては、安定した財源の確保に加えて、事業期間の短縮、
事業費の削減、事業効果の早期発現などを目指し、これまで以上に効率的な
事業を展開していく必要があります。

■ 道路整備に関わる予算額の推移

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500
億円

H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23
年度

0

5

10

15

20

25%

一般会計決算額 道路橋梁費決算額 一般会計に占める割合

（出典：世田谷区 決算書を基に作成）



2-3　道路整備に関係する防災上の課題

　　延焼遮断帯の形成2-3-1

- 13 -

平成 24 年４月に東京都が発表した首都直下地震の被害想定では、建物の倒
壊によるもののほか、地震による火災によって多くの方が亡くなるという予
測が示されており、世田谷区の防災対策でも地震にともなう市街地大火のリ
スクを減らすことが重要となります。
阪神・淡路大震災の事例では、火災が多数同時に発生し、消火活動が追い
つかず、地震にともなう断水や防火水槽につながる道路が建物の倒壊によっ
て塞がれたことなどで、消防水利を確保できない事態が発生しました。その
一方で、幅員が 12m 以上の道路によって延焼が食い止められたことも確認さ
れています。道路閉塞などによって初期消火が行えないことも想定すると、
地震による火災の燃え広がりを防ぐ空間となる、一定幅員以上の道路の整備
が防災上効果的であるといえます。
平成 22 年１月に都が改定した「防災都市づくり推進計画」では、地震にと
もなう市街地火災の延焼を阻止する機能を果たす都市計画道路、河川、鉄道、
公園などの都市施設及びこれらと隣接する耐火建築物から構成される不燃空
間を「延焼遮断帯」として、その重要度から「骨格防災軸」、「主要延焼遮断帯」、
「一般延焼遮断帯」の３つに区分して位置付けています。
区で延焼遮断帯となる都市計画道路の整備状況は、骨格防災軸となる放射
線、環状線などはほぼ完成していますが、主要延焼遮断帯や一般延焼遮断帯
となる地区幹線道路の整備が遅れています。被害想定で予測されている市街
地大火のリスクを低減するためには、残されている未整備区間の早期整備が
必要です。

（出典：国土交通省）

阪神・淡路大震災における神戸市長田区の事例

道路の幅
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■ 道路の幅と延焼防止率

■ 延焼遮断帯のイメージ 都
市
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　緊急輸送道路ネットワークの充実2-3-2

第 2章　現状と課題
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防災・減災の取り組みでは、被害のリスクを減らすことに加えて、被害を
受けた際にどのように街を復旧・復興していくのかを考える必要があります。
東京都では、震災時の避難、救急救命活動、緊急物資の輸送や復旧・復興
に利用される動脈として重要な役割を担う道路を、緊急輸送道路として指定
しています。また、世田谷区では都の指定する路線のほか、広域避難場所に
接続する応急対策活動のための路線や、主要公共施設 （病院､ 防災倉庫､ 土木
資材倉庫等）､ 給水所､ 警察署及び消防署等を結ぶ路線などを、緊急啓開（道
路障害物除去）路線として定めています。
区内の緊急輸送道路ネットワークは、国道・高速道路を含め、総延長で約
127km ありますが、その中には幅員６m 未満の道路も含まれており、火災や
建物の倒壊などによって閉塞されてしまう可能性があります。
被災後の速やかな復旧復興のために、道路拡幅または機能を代替する道路
の整備によって、信頼性の高い緊急輸送道路ネットワークを構築することが
必要となります。 

高速道路または国道

世田谷区緊急啓開路線
　     （道路障害物除去路線）

東京都緊急輸送道路

幅員6m以下の緊急輸送道路など

（出典：世田谷区防災マップを基に作成）

■ 世田谷区の緊急輸送道路ネットワーク



　避難所など目的地までの複数経路の確保2-3-3

避難困難区域の解消2-3-4
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大規模な震災時への対策として、道路ネットワークを充実し消防・救援・
救護活動や避難のための経路を多重化することも重要となります。
世田谷区内には、広域避難場所をはじめ、避難所となる学校、行政機関、
給水施設、医療機関といった、防災拠点となる施設が点在しています。これ
らの施設には、狭あいな道路に面しているものや、主要な道路からの経路が
一路線しかないようなものも多く、火災や建物の倒壊などによって、道路が
不通になった場合に地域が孤立してしまうなど、重大な影響を及ぼす恐れが
あります。
災害時に防災拠点が十分な機能を発揮するためには、目的地まで複数の経
路が確保できるような道路ネットワークの整備が不可欠です。

狭い幅員の道路や行き止まりの箇所が多い地域では、地震発生時に円滑な
避難ができなくなることが懸念されます。阪神･淡路大震災の際にも、建物・
塀の倒壊や火災により、避難に支障が生じたことが報告されています。
ネットワーク化された幅員６ｍ以上の道路に約100ｍ圏内で到達できないな
ど、近距離避難が困難とされる区域は、区内全域に存在しており、避難路と
なる道路のネットワークの構築や行き止まり道路の解消、二方向避難路の確
保など、災害時の避難路の確保に向けた整備が必要です。

目的地までの経路が1路線しかないと、
道路が不通となった場合に目的地まで
たどりつけないなどの恐れがある。

道路の整備によって、目的地までの複数の
経路を確保する。

整備前 整備後

目的地 目的地



　消防活動困難区域の解消2-3-5

第 2章　現状と課題
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震災時に消防活動が可能とされる区域は、震災時有効水利（消防車が震災
時に利用できる消火栓、防火水槽など）から半径280mとされ、また、建物な
どの倒壊があっても消防車が通行し円滑な消火活動を行うには、幅員６m以上
の道路が必要とされています。
しかし、世田谷区内の道路はおよそ６割が幅員６m未満の道路であり、災害

時に消防車などの緊急車両が火災発生場所へ容易に近づくことができない地
域も存在します。
災害時の火災に対して円滑な消火活動を行うため、適切な配置計画に基づ
き幅員６m以上の道路網を整備することが必要です。

一次避難所（第１順位）

広域避難場所

近距離の避難が
困難な区域

（出典：世田谷区地域防災計画、世田谷区防災マップ、
世田谷区防災環境マップを基に作成）

※近距離避難が困難とされる区域

・幅員６ｍ以上の道路に完全に囲まれ
ていない、あるいは囲まれていても
面積が４ha以上の街区

・主な幹線道路などのネットワーク化
された道路から100ｍ以遠の区域

幅員6m以上の道路を確保し、
円滑な消防活動を可能にする。

■ 近距離の避難が困難とされている区域

整備前 整備後



2-4　道路整備を取り巻く社会の動向

将来人口の推移と高齢化の進行2-4-1
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平成 25年９月に実施された世田谷区の将来人口の推計（速報版）によると、
区の人口は引き続き増加する傾向です。また、高齢化の伸びは著しく、総人
口が減少した後も増加が続き、平成 50 年には区民の 4 人に 1 人が高齢者
（65歳以上）になることが見込まれています。
これまで、区では人口が増加の傾向にあったにも関わらず、自動車の保有台
数は減少してきました。その一方で、今後 20 年間で、高齢化の進行により余暇
時間が増え、自動車、自転車、徒歩によるレジャーなどの私事目的の移動が増加
することが予測されています。（平成24年１月　東京都市圏交通計画協議会　パー
ソントリップ調査からみた東京都市圏の都市交通に関する課題と対応の方針）
また、近年、ライフスタイルの多様化などにともなって、宅配便や食材・
惣菜の宅配など、さまざまな形態の配送サービスが提供されており、宅配便
の取扱個数が平成２年からおよそ３倍になるなど、小口貨物の物流量が著し
く増加しています。
今後、高齢化の進行にともない、宅配のトラックなどによる配送サービス
の需要は、より一層拡大していくと考えられます。

（出典：平成 25 年 9月 
世田谷区将来人口の推計
（速報版）を基に作成）

■ 人口に占める65歳以上の高齢者の割合

■ 代表的な交通手段別の「人の動き」

124万トリップ 38.5%

125万トリップ 36.9%

13万トリップ 4.0%

12万トリップ 3.6%

41万トリップ 12.6%

47万トリップ 13.8%

6万トリップ 1.8%

6万トリップ 1.7%

61万トリップ
　　　18.0%

83万トリップ 25.8%

88万トリップ 25.9%
Total
  339 万トリップ

Total
  323 万トリップ

56万トリップ
　　17.4%

平成20年

平成42年

鉄道 バス 自動車 自動二輪・原付 自転車 徒歩

※「トリップ」とは、出勤や買物など、ある目的を持って移動すること
をいい、出発地から目的地までの移動を1つのトリップとして考えます。

（出典：平成 20 年 東京都市
圏パーソントリップ調査の
データを基に作成　※平成
42 年のデータは、調査で推
計した将来交通量）



　地球環境問題への意識の高まり2-4-2

　区内各地で進む街づくりの動き2-4-3

第 2章　現状と課題
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温室効果ガスである二酸化炭素は、世田谷区内では運輸部門から排出され
るものがおよそ４分の１を占め、そのほとんどが自動車によるものです。
自動車からの二酸化炭素の排出量は、走行速度が低いほど多い傾向があり
ます。そのため、交通渋滞の原因となっている交差点の改良、集中する交通
を分散するための道路ネットワークの形成など、自動車交通を円滑化する取
り組みが二酸化炭素排出量の削減に効果的です。

現在世田谷区内では、東京外かく環状道路や京王線連続立体交差事業が本
格的な整備に向けて動き出しています。また、大規模な団地の多くが建替え
の時期を迎えており、今後次々と建て替えが進められていく予定です。
これらの施設の近くにある都市計画道路や主要生活道路は、大きな街づく
りの動きとあわせて整備することにより、お互いの事業効果を相乗的に高め
られると考えられます。

■ 世田谷区の二酸化炭素排出量の内訳

■ 自動車の走行速度と二酸化炭素排出量の関係

（出典：国土交通省）
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民生家庭部門
家庭の電気、ガス等の
エネルギー消費からの排出

民生業務部門
その他の企業・法人の
事業活動からの排出

産業部門
農業・建設業・製造業
からの排出

廃棄物部門
ビニール、プラスチック等の
焼却からの排出

※平成20年度の数値

運輸部門
自動車などに
よる排出

自動車
94%

鉄道 6%
航空、船舶 0%

（出典：世田谷区地球温暖化対策地域推進計画（平成24年3月））



第 3章　道路整備の基本方針
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都市における道路は、人や自動車が移動するためだけでなく、街並みの形成、
ライフライン施設の収容、消防活動の空間、イベントや交流の場などの多様
な機能を有しており、子供から高齢者、障害者などさまざまな人が利用する
最も基本的な社会基盤となるものです。
これらの多様な機能を効果的に発現させるためには、規格の異なる道路を
適切に組みあわせて配置することが必要となります。
世田谷区では、求められる機能に応じて、道路を幹線道路、地区幹線道路、
主要生活道路、地先道路に分類し、適切な密度で配置することで、あらゆる
区民の生活を支える機能的な道路網の形成を目指します。

交通処理機能の確保

都市の骨格となる道路ネットワークの形成

公共交通（路線バス等）の導入空間

交通結節点における通行機能の向上

　（公共交通機関相互の円滑な乗り継ぎなど）

円滑な物流の確保

その他

緊急輸送道路の拡充

避難路のネットワーク化

延焼防止（延焼遮断帯及び延焼遅延帯）

防災拠点（区立小中学校等）へのアクセス

消防活動のスペース

その他

基本的な機能

交通機能

視　　　点

都市の骨格形成

居住環境区域の形成

景観の軸線形成

その他

生活空間の確保（イベントや交流の場、通風や採光の確保など）

都市環境保全（緑化等）

ライフライン施設（電気、電話、ガス、上下水道など）の設置

その他

空間機能

市街地形成機能

防災機能

■ 道路の機能

3-1　将来の道路網計画

　　道路の機能3-1-1



■ 世田谷区における道路の分類
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道づくりプランでは、道路を機能に応じて下表のとおり分類します。

分　類 交通の主な機能幅　　員　　等 代表的な
路線

幹線道路

地区
幹線道路

主に長距離の移動に使われるこ
とを目的とし、大量の自動車交
通を処理する役割を担います。

歩道と車道を分離した片側２車
線以上の相互通行の道路であ
り、幅員は 22m以上です。

環七通り
環八通り
玉川通り

世田谷通り
駒沢通り
淡島通り

主に中距離の移動に使われるこ
とを目的とし、地域のバス交通
や隣接する区や市を結ぶ役割を
担います。

歩道と車道を分離した片側１車
線以上の相互通行の道路であ
り、幅員は 15m以上です。

赤堤通り
城山通り
梅丘通り

幹線道路と地区幹線道路で囲ま
れたエリアの交通を処理する役
割を担います。

歩道と車道を分離した道路と
し、整備形態は地域の実情にあ
わせて行います。幅員は 10 ～
13mです。※１

各宅地から主要生活道路や地区
幹線道路までを結ぶ道路であ
り、日常生活の中で利用する最
も基本となる道路です。

歩行者の安全性を高め、消防車
両の通行や消火活動が可能な道
路で、幅員は６～８m程度です。

主要
生活道路

地先道路※２
(６m以上)

※　その他道路の分類には、鉄道とバスの乗り継ぎなど交通を結節する駅前交通広場や、自転車と歩行者

のみが利用できる自転車・歩行者専用道路があります。

※１自転車走行環境の整備が必要な場合は、幅員13mを標準とします。

※２地先道路には幅員６ m 未満の道路も含まれますが、計画的な整備を行う地先道路として、本プランで

は幅員６m以上の道路を対象とします。幅員が 4m未満の道路は、狭あい道路整備事業により幅員４m

に拡幅します。　　

幹線道路 地区幹線道路

主要生活道路 地先道路

　道路の分類3-1-2

第 3章　道路整備の基本方針



■ 道路網の段階的な構成イメージ
幹線道路・地区幹線道路（都市計画道路）

　都心部を中心にして放射状に配置さ
れ、周辺区である世田谷区の配置間隔
は広く約１～ 1.5km です。路線の多
くは延焼遮断帯に指定され、災害時に
は避難路・物資の輸送路などの多様な
機能を担います。整備は東京都と区が
分担して行います。

主要生活道路

　幹線道路・地区幹線道路に囲まれた
区域内の交通の処理、バス交通網の確
保、ミニ防災生活圏の形成などの観点
から、およそ 500m間隔で配置します。
幹線道路・地区幹線道路を補完する役
割を担っており、整備は世田谷区が行
います。

地先道路（幅員６m以上）

　消防活動困難区域が生じないよう、
おおむね 250m 以下の間隔で幅員６m
以上の道路を配置します。また、地域
の交通需要や土地利用の状況のほか、
防災拠点へのアクセス性も考慮した配
置とします。整備は世田谷区が行いま
す。

※上記全ての道路において、整備の際に
は歩行者や自転車の走行など、さまざ
まな利用者の安全性、快適性の確保を
考慮し、道路構造を検討します。

幹線道路

地区幹線道路

主要生活道路

地先道路

地先道路

駅前広場

地先道路
約 250m

主要生活道路
約 500m

幹線道路・地区幹線道路
約 1.0 ～ 1.5km
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２３区一体で計画された都市計画道路は、都心部から放射状に計画されて
おり、区部の西端に位置する世田谷区では配置間隔が広くなるため、都市計
画道路である幹線道路と地区幹線道路で形成する区域が都心部と比較して大
きくなる特徴があります。
これら都市計画道路で囲まれる区域内の交通を集散させ、ミニ防災生活圏
を形成する延焼遅延帯を整備するため、その区域内に主要生活道路を配置し
ます。さらに、都市計画道路と主要生活道路で囲まれた区域内の消防活動困
難区域の解消などを目的とし、地先道路を配置します。幹線道路、地区幹線
道路、主要生活道路、地先道路が各々の機能を十分発揮するよう、適切に組
みあわせた段階的な道路網を構成します。
なお、将来道路網計画は、平成 16年の道路整備方針中間見直しにおける「今
後検討を行う路線」の検討結果を反映しています。

　将来道路網計画3-1-3



■ 世田谷区の将来道路網計画
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幹線道路

凡　例

主要生活道路

※区画街路は主要生活道路に含む。駅前広場及び付属街路などは未掲載。

地区幹線道路

第 3章　道路整備の基本方針

【平成 28 年３月現在】

※都市計画道路補助第 52 号線の一部区間の廃止にともない、接続する主要生活道路の

　区間を変更しました。（P.46 参照）



■ 主要生活道路の「今後検討を行う路線」位置

■ 主要生活道路の「今後検討を行う路線」一覧
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●　 「今後検討を行う路線」について
平成 16 年の道路整備方針中間見直しにおいて、「密集市街地内に位置
し、主要生活道路の考え方に整理が必要な路線」「関係機関等との調整が
必要な路線」に該当する下記の 10 路線を「今後検討を行う路線」とし、
この間検討を進めてきました。

「今後検討を行う路線」

⑧

③

①

⑨ ⑦

⑩

②

④

⑤
⑥

路線名 位　　置 路線名 位　　置

①　主 114 北沢三丁目～大原一丁目

②　主 115 北沢二～四丁目

⑤　主 117 太子堂二丁目
⑥　主 231 三宿一丁目

③　主 326 北沢五丁目

⑨　主 335 砧四～六丁目

⑩　下本宿通り 北烏山二～七丁目

⑦　名称なし 若林三～四丁目

④　主 116 三宿二丁目～太子堂三丁目

⑧　主 127 太子堂四～五丁目

これまで密集市街地内の主要生活道路①
～⑦は、幅員６～８mとしてきました。幅
員 6～８mの道路が主要生活道路の機能を
担うことは困難であるため、これらの路線
を主要生活道路と位置付けておくことが適
当であるか検討を行うこととしました。

平成15 年に西太子堂駅北側で火災が発生
した際、狭あいな道路が多く、円滑な消火
活動ができなかったことを受けて、地区の
防災性向上に寄与するこの路線の早期整備
を目的とし、その最適な計画線を検討する
こととしました。

水道道路には水道本管の保護を目的とし
た走行車両の重量制限がされていることか
ら、路線バスの運行を検討する際の制約と
なるなど、円滑な車両交通が阻害される可
能性があるため、計画線を検討することと
しました。

東八道路につながる下本宿通りは通過交
通が多く、交通安全上の問題があることか
ら、下本宿通りを新たに主要生活道路とし
て位置付け、整備すべきかを検討すること
としました。
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世田谷通り～西太子堂駅間、太子堂八幡神社手前～淡島通り間
の 2 区間で既存ルートと代替ルートの比較検討を行い、既存の計
画線の方が事業効果、実現性などの点で総合的に優位であったこ
とから、既存の計画線位置で整備することとします。

幅員６～８ｍの道路は、主要生活道路に必要な機能を満たさな
いことから、主要生活道路としての位置付けを廃止します。策定
済みの地区計画・地区街づくり計画において、地区施設や壁面の
位置の制限により地先道路として整備を進めることとします。

他地区の事例の検証などから水道道路を拡幅し、バスの通行も
可能であると考えられるため、この路線は既存の計画線位置で整
備することとします。事業化に際しては、道路の機能・財産の管
理形態などについて関係機関との調整を行います。

下本宿通り周辺では、東京都によって並行する都市計画道路放
射５号線の事業が進められており、その完成により下本宿通りの
交通環境が改善されることが想定されます。
また、地先道路事業により一部歩道整備を行っている箇所もあ
り、一定の安全性向上が図られていることから、引き続き局所的
な歩道整備など適切な安全対策を講じ、歩行者の安全性向上に取
り組みます。

●　 「今後検討を行う路線」の取り扱い

①～⑦　密集市街地内の主要生活道路

⑧　主要生活道路 127 号線

⑨　主要生活道路 335 号線

⑩　下本宿通り

第3章　道路整備の基本方針
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道路網の計画は、長期的な視点で必要性を検証し、計画区域で一体的に一
括して策定するもので、その計画量は大きなものとなり、全ての整備を完了
するまでに相当の時間を必要とします。このため、世田谷区では計画的かつ
継続的な道路整備の取り組みによって、東京都や周辺区市などの関係機関と
も連携を図りながら将来道路網の実現を目指します。

都市計画道路の計画は、２３区を一つの計画単位として一体的に定められ
ていることから、その見直しについても２３区全体で検討すべきでものであ
るため、世田谷区単独で策定する道づくりプランでは都市計画道路の見直し
は行わないこととしています。
なお、既存の都市計画道路は、平成 16 年に東京都と２３区が合同で策定し
た「区部における都市計画道路の整備方針（第三次事業化計画）」において、
都市機能の確保などの観点から必要性の検証がなされたものです。
また、都市計画道路の見直しは、都と区市町で定める「東京における都市
計画道路の整備方針（仮称）」の策定作業において、再度必要性の検証が行わ
れる予定です。主要生活道路の見直しについては、道路網の段階構成の観点
から、上位となる都市計画道路の見直しの検証結果を踏まえて、必要に応じ
て検討を行います。（※P.46 参照）

3-2　将来道路網計画の実現に向けて

　　計画実現への姿勢3-2-1

　　道路網計画見直しの考え方3-2-2



第 4章　道路整備の目標
4-1　目　的
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世田谷区内の道路整備の遅れは、区民の日常生活にさまざまな影響を及ぼ
し、高齢社会への対応、地区の防災性の向上といった、将来への備えという
点でも不安材料となっています。
このような多くの問題の解決には、第３章で示した将来道路網を実現する
必要がありますが、現実には、未整備の路線が多く、投資できる財源も限ら
れており、将来道路網の実現までには相当の期間を要することになります。
このため、今後の道づくりには、対象となる多くの路線の中から、その時代
の行政課題や区民ニーズを踏まえ、整備の優先性の高い路線を選定し、順次
事業化を進めるという、効果的で効率的な取り組みが求められます。
道路整備の目標は、具体的な取り組みの検討にあたって、道づくりプランの
計画期間内における道路整備のあり方を示したもので、基本構想や都市整備方
針が掲げる将来像の実現に向けて進むべき「道づくりの方向性」と、早期に解
決すべき課題への対応として「重点化すべき事項」を定めることとします。

重点化すべき事項



　　防災・減災に寄与する道づくり

　　すべての人にやさしい道づくり

4-2-1

4-2-2

　　環境の向上に資する道づくり4-2-3

　　人が集い街のにぎわいを高める道づくり4-2-4

　　広域的な課題解決に資する道づくり4-2-5

4-2　道づくりの方向性
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基本構想や都市整備方針が掲げる将来像の実現に向けて、進めるべき道づくりの
方向性を示します。

都市における道路は、避難路、延焼遮断帯、消防活動のためのスペース、
緊急物資輸送路など、災害発生から復旧復興に至るあらゆる場面で多様な役
割を担う大変重要な施設です。
災害に強く、復元力を持つまちの実現のため、ハード面での対策として、
道路のもつ防災・減災機能を重視し、防災性向上に寄与する道づくりを推進
していきます。

道路は、子供から高齢者、障害者などさまざまな人がいろいろな目的、手
段で利用する施設です。
高齢者の移動手段となるシニアカーや車椅子の利用者にも配慮し、ユニバー
サルデザインの視点を踏まえ、多様な利用者の意見も反映し、全ての歩行者
にとって安全で楽しく歩ける道路整備を推進します。また、自転車走行環境
に配慮した道路整備、公共交通不便地域の解消につながる道路整備など、さ
まざまな交通手段に対応する道づくりを進めていきます。

世田谷区内の道路網を整え自動車交通を分散化、円滑化することで、住宅
地内の通過交通を減らし住環境の改善を図るとともに、渋滞解消により排出
ガスを削減します。また、道路内の緑化を充実し、連続したみどりの空間を
創出するなど、環境の向上に資する道づくりを進めます。さらに維持管理性
を考慮した設計、雨水浸透施設の設置、しゃ熱性舗装の施工、街路灯のＬＥ
Ｄ化など環境を重視した道路の整備を行っていきます。

人々が多く集まる駅周辺などでは、街のにぎわいを高め、人々がいきいき
と交流するコミュニティの場とするため、オープンカフェの設置等も想定し
たゆとりある歩行者空間、広場を整備するとともに、これらの拠点間をつな
ぐ都市軸となる道づくりを進めていきます。

国や東京都、近隣自治体との協力、連携によって、世田谷区内だけでなく
区周辺の道路整備を推進し、道路交通環境の改善、防災・減災対策の充実など、
広域的な課題を解決するための道づくりを進めていきます。



　　都市の骨格となる道路ネットワークの整備4-3-1

4-3　重点化すべき事項

第 4章　道路整備の目標
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道づくりの方向性に加えて、道路整備に関する現状認識、課題分析などを
考慮し、計画期間内において重点化すべき事項を定めます。

甲州街道、玉川通り、環七通り、環八通りなど、都市計画決定されている
世田谷区内の幹線道路網はおおむね整備が完了していますが、これらを補完
する地区幹線道路網の整備は遅れており、計画延長約92kmに対して整備率は
約 35％にとどまっています。
幹線道路に加えて地区幹線道路のネットワークを整備することで、スムー
ズな自動車交通の処理が可能となり、地先道路への通り抜け車両の流入抑制、
渋滞の解消、二酸化炭素の排出削減などに大きな効果があります。
また、その多くは延焼遮断帯に指定されており、地震にともなう市街地火
災の延焼を防止する機能に加えて、防災拠点を繋ぎ緊急物資の輸送路や避難
路としての役割も担うなど、都市の防災性向上に大きく寄与するものです。
さらに、地区幹線道路にはバス交通の導入が可能であり、区内の北部や西
部のエリアでは南北方向の路線整備によって公共交通不便地域を縮小するこ
とができます。高齢者の移動の円滑化、公共交通機関の利用促進など、福祉
的な視点や環境問題への対応策としても有効な取り組みと考えられます。
以上のように地区幹線道路の整備効果は高く、多くの区民に便益が及ぶこ
とから、都市の骨格となる地区幹線道路を中心とした道路網の早期形成を重
点化します。
なお、地区幹線道路の整備は東京都と区で分担し行っていることから、区
施行の事業を推進していくことと合わせて、都に対しては区内の地区幹線道
路の整備促進を働きかけ、都が施行する道路整備とあわせた沿道の街づくり
を進めるなど円滑な事業執行にも協力していきます。



　　防災対策に資する道路整備4-3-2

　　多様な利用者の安全性を高める道路整備4-3-3

　　街づくりの動きに連携した道路整備4-3-4

- 29 -

世田谷区が毎年実施している区民意識調査では、日常生活における困りご
との第１位は８年連続して「道路が狭くて危険」となっています。また、平
成 25 年７月に実施した道路整備に関する区民アンケート調査で「道路整備に
関係した日常生活への影響」の設問に対して、「歩行者などの安全性の確保」
の項目が、現状に対する満足度が最も低く、今後の整備の重要度が最も高い
結果となりました。
実際に区内には、適切な道路網が未整備なため、本来であれば通過交通の
車両が入り込まないような幅員が狭い道路にも多くの自動車が通行せざるを
得ない状況があり、その結果、区民生活に深刻な影響が及んでいます。
このような実態から、特に自動車交通量が多く歩道が未整備な箇所などを
対象として、道路拡幅による歩道設置や代替機能を持つ道路ネットワークの
整備による自動車交通の分散化など、歩行者や自転車利用者の安全性向上に
つながる道路整備を重点化します。

世田谷区の東部、あるいは鉄道駅の周辺には、木造住宅が密集し震災時に
大きな被害の発生が予測される地域があります。これらの地域では、外周の
都市計画道路は整備が完了していても、内部の道路網は狭あいな道路により
構成されており、消防車が進入できず消防活動に支障のある区域が存在し、
また行き止まりの道路も多く、円滑な避難を行う上でも問題があります。
密集地域では以前より防災街づくりを進めてきたところもあり、建物の不
燃化、耐震化、公園などの整備とあわせ、道路整備にも取り組んできていま
すが、権利関係が複雑で狭小な敷地も多いという地域の特性から、用地の取
得に時間を要し事業が長期化しているケースも見受けられます。
切迫している首都直下地震等への対策として、震災時に大きな被害の発生
が予測される地域の改善は、より一層のスピードが求められており、地域内
での道路整備についても、新たな事業手法を導入するなどの工夫によって早
期完成を目指していきます。

世田谷区内では、小田急線に引続き、京王線でも連続立体交差事業が動き
出しています。また長年凍結されていた東京外かく環状道路も東名高速道路
以北の区間で工事が始まり、区内には東名高速道路、中央自動車道とのジャ
ンクションが建設されます。
これらの国や東京都が行う基盤整備事業の周辺地区では、事業を契機とし
た街づくりも検討されており、駅前広場やジャンクションの周辺道路等は、
このような事業と連携して整備を展開していく事が、それぞれ個別に整備す
る場合よりも効率的で、相乗的な効果が得られると考えられます。
現在進行している基盤整備事業を契機として、周辺街づくりの中で必要と
される道路整備は機会を逃がすことなく進めていきます。
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○○○駅

都市の骨格となる
道路ネットワーク

の整備

防災対策に
資する
道路整備

多様な利用者の
安全性を高める
道路整備

街づくりの動きに
連携した
道路整備
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大規模な街づくり事業と合わせた道路整備

【区の考え】
街づくりの事業とあわせて、近くの道路や駅前広場を
一体的に整備することが必要 （n = 1,275）

53 28 11 332

地球環境に配慮した道路整備

【区の考え】
交差点改良による渋滞解消など、
自動車の流れをスムーズにする取り組みが必要

57 30 7 32 1

防災対策と道路整備

【区の考え】
安全な避難路や火災の燃え広がりを防ぐ
防災空間となるような道路の重点的な整備が必要

63 27 6 2
1
2

超高齢社会へ対応した道路整備

【区の考え】
安全で歩きやすい歩行者環境の創出や
バスなどを利用しやすい道路ネットワークの充実が必要

どちらともいえない　6％

あまり共感できない　2％

不明・回答なし
             　1％

59％ 30％共感できる まあ共感できる

共感できない
              　1％

満足 4% 不満 12%
不明・
回答なし 4%やや満足 9%

普通 36%

５）行き止まりがなく、目的地まで
        複数の経路があるなどの目的地までの到達性
　　【道路ネットワークの整備】

４）身近な生活道路への通り抜け車両がなく、
         交通騒音がないなど、良好な住環境の確保
　　【住宅地などへの通り抜け車両の抑制】

３）車道と歩道が分離されているなど、
        歩行者や自転車利用者の安全性
        【歩行者などの安全性の確保】

２）バスなどの公共交通サービスの利用のしやすさ
　    【公共交通サービスの利用しにくい地域の解消】

１）車の流れがスムーズで渋滞がないなど、
        移動の快適性　　【交通渋滞などの解消】

（n = 1,275）

重要 40% やや重要
        31%

36

59

37

22

32

25

32

31

19

8

21

32

5

1

3

7

2

1

2

6

5

6

6

11

3

6

6

19

7

14

13

37

19

39

47

20

36

25

22

9

32

13

9

4

3

3

3

「せたがや道づくりプラン【道路整備方針】」の策定に向けた
区民アンケート調査結果 ( 抜粋 )

目　的　

調査の方法
回収結果

「せたがや道づくりプラン」に区民の意向や意見などを反映することを目的として実施。

　満 16歳以上の区民（外国人を除く）より 4,000 名を無作為に抽出。

　郵送による配布、回収。（調査期間H25.7.8 ～ 7.20）

　有効配布数 3,976 件、総回収数 1,275 件、回収率 32％。

満足度 重要度

やや不満 
         35%

どちらとも
いえない 16% 重要でない 2%

あまり重要でない 5%

不明・
回答なし 6%

問）日常的に利用している道路、または、住まい周辺の道路の、
　　使いやすさ、整備状況、交通環境などに関する
　　現状の「満足度」と今後の「重要度」は？

問）世田谷区のこれからの道路整備について
　　課題ごとの区の考えについて、どう思うか？
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世田谷区が道づくりで目指す最終的な目標は、第３章で示した将来道路網
の実現です。しかし、区内にはまだ未着手の路線が多く、また道路の整備に
は非常に多くの時間を要することから、将来道路網の実現に向けて、今後も
計画的かつ効率的な取り組みを継続して行っていく必要があります。
第４章では、道づくりプランの上位計画となる「基本構想」や「都市整備方針」
で掲げられた将来都市像の実現及び現状で区が抱える道路に関する課題の解
決に向けた道路整備の目標として、５つの道づくりの方向性と４つの重点化
すべき事項を示しました。
この事業化プログラムでは、第４章で示した道路整備の目標に基づいて、
道づくりプランの計画期間における道路の新設・拡幅整備について行う具体
的な取り組みを示すこととします。

現在 10年後 20年後 ・・・・・・・

せたがや
　道づくりプラン

将来道路網の実現
に向けた取り組み

上位計画
　　基本構想
　　都市整備方針

上位計画で示す
将来都市像

長期の取り組みによる
最終的な目標

道づくりの
具体的な取り組み

長期的かつ継続した取り組みが必要

道路整備の目標（第４章）
・上位計画で示す将来都市像の実現
・道路に関する課題の解決

道路整備の目標（第４章）
・上位計画で示す将来都市像の実現
・道路に関する課題の解決

この具体的な取り組みについて示したものが
第５章の事業化プログラム

■ 道づくりプランの事業化プログラム

将来道路網
の実現
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都市計画道路には、平成 16 年に東京都と特別区で策定した「区部における
都市計画道路の整備方針」の第三次事業化計画において、平成 27 年度までに
優先的に整備すべき路線として位置付けられている路線があります。
第三次事業化計画は、計画期間が平成 27 年度までとなっており、平成 27
年度末には「東京における都市計画道路の整備方針（仮称）」が策定され、次
期事業化計画で新たに優先的に整備すべき路線が選定されることが見込まれ
ます。
この次期事業化計画における優先的に整備すべき路線も、第三次事業化計
画の優先的に整備すべき路線と同様に、都と区市町において整備の必要性や
優先性を検証したうえで位置付けるものです。

事業化プログラムでは、未着手の都市計画道路や主要生活道路について、
整備の優先性が高い路線を抽出し、道づくりプランの計画期間内で事業化を
目指す路線を「優先整備路線」に位置付けます。
一方、優先整備路線以外の路線については、密集市街地の整備事業、区画
整理や再開発事業、大規模な団地の建替えなど、面的または規模の大きい街
づくりが進み、道路整備の機運が高まった場合に、必要な整備を検討するこ
ととします。
現在事業中の路線については、今後も円滑な事業執行に努め、早期の事業
完了を目指していきます。
また、現在事業中路線の残事業量及びこれまでの用地取得の実績を踏まえ
て、道づくりプランの計画期間内において新規事業化が可能な事業規模（事
業フレーム）を設定します。

■ 事業フレームのイメージ

現在事業中の路線 新規着手路線

計画期間内の事業規模

新規の
優先整備路線

現在事業中路線の
残事業

現在事業中路
線の執行済み
事業量

積み残し量

新規事業化が可能な
事業規模（フレーム）

5-2　プログラムの考え方

　　都市計画道路5-2-1
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第４章で示した道路整備の目標に加えて、これまでの事業化に向けた取り
組みの実績や事業の実現性といった観点から、各路線について整備の優先性
を検証します。
主要生活道路は、この検証の結果に基づいて、防災性の向上に資する路線や、
これまですでに事業化に向けた取り組みを進めている路線などを、「優先整備
路線」として位置付け、事業化を図っていきます。

道づくりプランでは、「区部における都市計画道路の整備方針」と「東京に
おける都市計画道路の整備方針（仮称）」との整合を図り、それぞれの事業化
計画で優先的に整備すべき路線とされる路線のうち、世田谷区が施行する路線
を道づくりプランにおける「優先整備路線」として位置付けます。
各路線の整備の優先性は、第４章で示した道路整備の目標に、これまでの事
業化に向けた取り組みの実績や事業の実現性といった観点も加えて検証しま
す。検証の結果に基づいて、「東京における都市計画道路の整備方針（仮称）」
の次期事業化計画で優先的な整備が望ましい路線や、第三次事業化計画の優先
整備路線の中でも特に事業効果が高く早期の整備が望ましい路線を示します。
（＊P.46 参照）

第 5章　事業化プログラム

H26 H28 H30

道づくりプラン【～H35】
事業化プログラムにおける優先整備路線

各路線について整備の優先性を検証 特に整備の優先性の高い路線を抽出

反映

第三次事業化計画における区施行の
優先整備路線で未着手のもの

区部における都市計画道路の整備方針
【～H27】

東京における都市計画道路の整備方針（仮称）
【H28 ～】

次期事業化計画の優先整備路線への
反映が望ましい路線を抽出 関係機関

と協議

■ 都市計画道路の優先整備路線の考え方

第三次事業化計画
　　　　H16 ～ 27

次期事業化計画
　　　H28 ～ 37（予定）

次期事業化計画
の策定

次期事業化計画の区施行の優先整備路線

　　主要生活道路5-2-2
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■ 都市計画道路や主要生活道路における整備の優先性の検証における視点と検証項目

　都市の骨格となる
　道路ネットワークの整備
　（※主要生活道路は「道路の
　　　連続性、ネットワーク化」
　　　の視点について検証）

上位計画との整合
・第三次事業化計画優先整備路線（※P.46参照）
・多摩部の事業化計画と整合（※P.46参照）
・都市整備方針における主要生活交通軸

重点化すべき事項に基づく検証

これまでの取り組みの継続性
に基づく検証

【検証の視点】【検証の根拠】
【検証項目】

上位計画での位置付け、事業効果など

・東京都防災都市づくり推進計画に
　おける延焼遮断帯

・通過交通の解消または抑制

・道路のネットワーク化

延焼遮断帯

住環境の向上、改善

道路の連続性、
ネットワーク化

　防災対策に資する道路整備
避難の安全性

・避難困難区域の解消
・一次避難所や広域避難所までの
　アクセスルート

・狭幅員の緊急輸送・啓開路線の解消、
　リダンダンシー機能の確保

・災害時の消防活動困難区域の解消

・密集地域内の主要生活道路

緊急輸送道路
ネットワークの充実

消防活動困難区域の解消

密集地域の防災性の向上

　多様な利用者の安全性を
　高める道路整備

　街づくりの動きに連携した
　道路整備

誰もが利用しやすい
交通環境

・公共交通不便地域の解消
・歩行者などの安全性の確保

・インターチェンジ周辺の路線

・京王線と交差する路線や駅前広場

・団地の建替えなど街づくりとの連携

・現況測量や用地の先行取得など、
　事業化に向けた取り組みの実績

事業の実現性などに基づく
検証

・事業の困難度・実現性

東京外かく環状道路
整備関連

京王線の連続立体交差
事業関連

その他の街づくり事業
関連
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大気汚染、騒音などの環境問題や、住宅地への通過交通の発生などのさまざ
まな問題の要因の１つとなっている交通渋滞を解消するため、事業の効果や実
現性が高い交差点について、交差点改良の重点整備箇所として位置付け、事業
化を目指します。

地先道路は、消防活動困難区域を解消するために、おおむね 250ｍ以下の
間隔で配置する必要があります。
道づくりプランでは、この配置計画と現状が乖離しているなど、整備状況に
課題がある地域を示します。地先道路整備の取り組みの内容については、平成
26 年度に策定予定の「都市整備方針（仮称・地域の整備方針）」において整備
の必要性を検討し、地先道路の整備を行おうとする地区ごとに、配置計画など
を示した「地先道路整備計画」を策定することとします。

第 5章　事業化プログラム

■ 交差点改良のイメージ

　　交差点改良5-2-3

　　地先道路5-2-4

整備前

整備後

右折待ちの車によって
交通渋滞が発生

右折レーンの整備によって
交差点における交通渋滞を解消
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道づくりプランの計画期間内に事業化を目指す路線として、以下の 13 路線
を優先整備路線とします。

さらに、都市計画道路の優先整備路線のうち、特に整備の優先性が高いと考
えられる次の３路線については、事業化に向けた取り組みの重点化を図ります。

○ 都市計画道路の優先整備路線の中でも特に早期整備が望ましい路線

　補助154号線、補助216号線（大蔵Ⅱ期）、補助217号線（大道北南側）

なお、今回示した優先整備路線のうち、都市計画道路については、「東京に
おける都市計画道路の整備方針（仮称）」の次期事業化計画の策定にともなって、
必要な見直しを行う予定です。（※P.46 参照）

■ 優先整備路線一覧

都市計画道路  補助154号線 松原二～五丁目
　（補54～明大前駅駅前広場付近） 710 m

都市計画道路  補助216号線
   　　　　　　　　（大蔵Ⅱ期）

大蔵六丁目～鎌田四丁目
　（補213との交差付近） 390 m

都市計画道路  補助217号線
   　　　　　　　（大道北南側）

上祖師谷四～六丁目
　（補54付近） 160 m

路　線
（通称事業名） 位　置 延 長

◎ 都市計画道路（第四次事業化計画における世田谷区施行の優先整備路線）

特に早期整備が望ましい路線

上記以外の路線

世田谷区画街路  ７号線 上野毛三～二丁目
　（環八通り～丸子川付近） 400 m

世田谷区画街路  11号線 成城二丁目
　（成城学園前駅駅前広場及び駅前広場導入路） 50 m

世田谷区画街路  12号線 成城六丁目
　（成城学園前駅駅前広場導入路） 30 m

路　線
（通称事業名） 位　置 延 長

主要生活道路  122号線
   　　　（六所神社前通りⅢ期）

給田一～三丁目
　（六所神社前通りⅠ期区間～補129） 540 m

主要生活道路  127号線 太子堂四～五丁目
　（世田谷通り～淡島通り） 830 m

主要生活道路  229号線
   　　　　　（松栄会通りⅡ期）

若林四～五丁目
　（松栄会通りⅠ期区間～補52） 450 m

主要生活道路  232号線
   　　　（深沢八丁目南側Ⅱ期）

深沢八丁目 180 m

路　線
（通称事業名） 位　置 延 長

◎ 主要生活道路

5-3　優先整備路線

都市計画道路  補助54号線 松原四～六丁目
　（補128～補154） 780 ｍ

都市計画道路  補助128号線 松原三丁目
　（放5～東鉄10付17） 170 m

都市計画道路  補助216号線 北烏山一丁目～南烏山四丁目
　（補219～補129） 1030 m

※第四次事業化計画の策定にともない、優先整備路線を変更しました。（P.46 参照）
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以下の箇所を交差点改良の重点整備箇所として位置付け、事業化に向けた取
り組みを行っていきます。

●  梅丘通り（環七通りとの交差点）

「梅丘通り（環七通りとの交差点）」は、平日の夕方を中心に、当該交差点を
起点として東側（淡島通り方面）に激しい渋滞が発生しており、バスの定時運
行に支障が生じ、区民からも渋滞解消の要望が出されています。
渋滞の原因は、梅丘通りから環七通りへ右折する車の滞留によるものであり、
交通量等の実態調査や交通シミュレーションによる検証の結果、右折レーンの
設置によって渋滞解消に一定の効果が期待できることから、交差点改良の重点
整備箇所として位置付けることとします。

第 5章　事業化プログラム

5-4　交差点改良
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【整備状況は、平成 28 年３月現在のもの】

○ 概成区間：
計画幅員までは完成していないが、自動
車交通の処理が可能な車線数を有する、
または、暫定的な整備がされているなど、
おおむねの機能は満足している区間。

幹線道路 主要生活道路
（区画街路を含む）

整備済み区間

概成区間

事業中区間

未整備区間

地区幹線道路

砧公園

芦花公園

羽根木公園

世田谷公園

駒沢公園

国道246号

東名高速

第三京浜

中央道

世田谷通り

玉川通り

井ノ頭通り

甲州街道

甲州街道

駒沢通り

東八道路

外環道

外環道

外環道

環状７号

環状７号

環状８号

環状８号

目黒通り

千歳烏山

芦花公園
八幡山 上北沢

桜上水

下高井戸

明大前

代田橋

東松原

新代田
下北沢

東北沢

池ノ上

世田谷代田
松原

山下
豪徳寺

梅ヶ丘

経堂

宮の坂
千歳船橋

喜多見

成城学園前

上町 世田谷
松陰神社前

若林

三軒茶屋

池尻大橋

駒沢大学

桜新町

二子玉川

上野毛

等々力

尾山台
九品仏

奥沢

緑が丘

用賀

自由が丘

祖師ヶ谷大蔵 西太子堂

〔小田急線〕

〔京王線〕

〔小田急線〕

〔井の頭線〕

〔井の頭線〕

〔京王線〕

〔田園都市線〕

〔東横線〕

〔東横線〕

〔大井町線〕
〔田園都市線〕

⑥

⑤

④

⑪⑫

⑬

⑦

②

⑧

③

⑩

⑨

①

⑭

※第四次事業化計画の策定にともない、優先整備路線を
　変更しました。（P.46 参照）

■ 整備計画図（都市計画道路、主要生活道路、交差点改良）
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第 5章　事業化プログラム

特に早期整備が望ましい路線

優先整備路線

・都市計画道路
　（第四次事業化計画における世田谷区施行の優先整備路線）

第四次事業化計画における
都施行の優先整備路線

個別対応事業を適用している
主要生活道路

・主要生活道路

・交差点改良の重点整備箇所

上記以外の路線

※第四次事業化計画の策定にともない、優先整備路線を変更しました。（P.46 参照）

◎ 都市計画道路（第四次事業化計画における世田谷区施行の優先整備路線）
特に早期整備が望ましい路線

◎ 主要生活道路

補助154号線 松原二～五丁目（補54～明大前駅駅前広場付近）

補助216号線（大蔵Ⅱ期） 大蔵六丁目～鎌田四丁目（補213との交差付近）

補助217号線（大道北南側） 上祖師谷四～六丁目（補54付近）

①

②

③

路　線（通称事業名） 位　置

上記以外の路線

区画街路７号線 上野毛三～二丁目（環八通り～丸子川付近）

区画街路11号線 成城二丁目（成城学園前駅駅前広場及び駅前広場導入路）

区画街路12号線 成城六丁目（成城学園前駅駅前広場導入路）

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

路　線（通称事業名） 位　置

主要122号線（六所神社前通りⅢ期）給田一～三丁目（六所神社前通りⅠ期区間～補129）

主要127号線 太子堂四～五丁目（世田谷通り～淡島通り）

主要229号線（松栄会通りⅡ期）

⑩

⑪

⑫ 若林四～五丁目（松栄会通りⅠ期区間～補52）

主要232号線（深沢八丁目南側Ⅱ期）⑬ 深沢八丁目

路　線（通称事業名） 位　置

◎ 交差点改良

梅丘通り 環七通りとの交差点⑭

路　線（通称事業名） 位　置

■ 優先整備路線一覧

補助54号線 松原四～六丁目（補128～補154）

補助128号線 松原三丁目（放5～東鉄10付17）

補助216号線 北烏山一丁目～南烏山四丁目（補219～補129）
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「東京における都市計画道路の整備方針（仮称）」の策定に向けて、以下に示
す路線を、次期事業化計画で優先的に整備すべき路線として反映していけるよ
う調整を図っていきます。（※P.46 参照）

●  世田谷区の北部や西部の南北交通の課題を解消する路線

●  延焼遮断帯に指定されているほか、避難困難区域の解消や防災拠点など　
　   へのアクセスルートとなるなど、防災性の向上に大きく寄与する路線

●  東京外かく環状道路整備や京王線の連続立体交差事業、団地建替えなどと
　   あわせた一体的な整備が望ましい路線

●  隣接する区市と接続し、広域的な道路ネットワークの形成に資する路線

●  渋滞の解消など交通環境の改善が望まれる東京都管理の路線

5-5　東京における都市計画道路の整備方針（仮称）への反映
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幅員６ｍ以上の道路の整備が不十分なことにより、消防活動が困難となって
いる地域は、世田谷区の北部や西部を中心に広がっています。これらの地域の
中でも、災害時の危険性が高いとされている密集地域では、特に整備の必要性
が高いと考えられます。
東京外かく環状道路の整備や京王線の連続立体交差事業など、国や東京都が
行う基盤整備事業を契機とした周辺街づくりにおいて、地先道路についても、
その機会を逃さずに整備をしていくことが必要です。

第 5章　事業化プログラム

幅員 6m以上の道路が不足していて、消防活動が
困難な区域

幅員 6m以上の道路

 住宅密集地などで、特に防災上の危険が高いと考えられる地域等
　・地震時等に著しく危険な密集市街地
　　　（出典：国土交通省 「地震時等に著しく危険な密集市街地」について）
　・防災再開発促進地区
　　　（出典：東京都 防災街区整備方針）
　・防災都市づくり推進計画 重点整備地域及び整備地域
　　　（出典：東京都 防災都市づくり推進計画）

芦花公園

砧公園

駒沢公園

世田谷公園

羽根木公園

市街化調整区域

■ 消防活動が困難な区域と住宅密集地などで災害時に防災上の危険が高い地域等

5-6　地先道路の整備　　　
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幅員６ｍ以上の道路に囲まれていない避難所や給水拠点などの防災拠点は、
大規模な災害時には建物や塀の倒壊によって周辺の道路を通行できなくなり孤
立してしまう恐れがあります。そのため、避難経路の確保や物資輸送の観点か
ら、このような防災拠点につながる地先道路の整備も必要となります。今後、
策定する「地先道路整備計画」において、防災拠点までのアクセスルートにつ
いても考慮していきます。

広域避難場所

防災拠点

一次避難所（第１順位、第２順位）

医療救護所、東京都災害拠点病院、赤十字エイドステーション開設場所

骨格防災軸

延焼遮断帯

主要延焼遮断帯

一般延焼遮断帯

輸送拠点

給水拠点

整備済み 概成事業中 未整備

幅員６ｍ以上の道路

不燃領域率
低い高い

■ 幅員６ｍ以上の道路の整備状況と避難所などの防災拠点

（出典：防災環境マップ（都市計画課）、地域防災計画（災害対策課）
　を基に作成）



３）東京都と連携した道づくり

１）安定した財源の確保

２）公有地の有効活用
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現在事業中の路線も多く、財源も限られる中で、今後も新たな路線の事業化
を進めていくためには、既成の枠組みを超えた新しい仕組みを活用するなど、
より一層の効率化が必要になります。
世田谷区では、今後も区民の理解と協力のもとで道づくりを着実に推進して
いくために、以下のような取り組みを検討していきます。

都市計画道路の整備は、東京都と世田谷区で分担して進めるもので、「区部
における都市計画道路の整備方針」の第三次事業化計画優先整備路線は、路線
ごとに事業主体が決められています。
区が主体となって施行する路線の事業化に向けた取り組みだけではなく、都
が主体となって施行する路線についても整備の促進を積極的に働きかけ、また、
沿道の街づくりなどの事業協力をあわせて行うことを検討していきます。（※
P.46 参照）

平成２年の道路整備方針の策定以降、国や東京都の補助金、交付金制度を活
用した道路整備を進めてきており、その実績は第 2 章で示したように増えて
きています。
今後も着実に道づくりを進めていくため、補助金、交付金制度を引き続き積
極的に活用し、道路整備のための安定した財源の確保を図ります。

世田谷区では、道路代替地のほかに、国から譲与を受けた土地を区内の各所
に保有しています。
道路整備にかかる事業費の抑制のため、道路事業用地の取得にこれらの区有
地を積極的に活用していきます。

第 5章　事業化プログラム

5-7　道づくりの推進に向けた取り組みの検討　　　

公有地 歩道整備

確保した敷地を利用して
歩道を整備公有地と敷地の一部を交換

歩道

交換



４）密集地域の主要生活道路への個別対応事業の適用

５）事業中の路線における暫定的な整備

- 45 -

○ 「個別対応事業」について

現在、密集地域の主要生活道路 130 号線で取り組んでいる個別対応事業に
ついて、その事業効果などを評価、検証し、他の密集地域にある主要生活道路
への適用を検討していきます。

主要生活道路の新設・拡幅事業は、その規模や整備効果の面から、路
線全体または一定の区間について、期間を定めて事業実施する「路線型」
の事業により取り組むことを基本としています。

密集市街地においては、権利関係が複雑なため、路線型事業の実施に
対して、関係権利者との合意形成には相当の時間を必要とします。また、
建替えを契機に更地の状態で事業用地を取得する「建替え連動型」の事
業手法も用いられていますが、敷地が小さく再建築ができないなど、生
活再建の観点から困難なケースがあります。

「個別対応事業」とは、密集市街地における主要生活道路の整備にあ
たって、権利者の生活再建への支援を充実し、事業のスピードアップを
図ることを目的に考案したものです。道路計画区域において、事業に協
力を得られる箇所から順次事業用地を取得し、事業によって権利者が通
常受ける損失に対して個別に生活再建のための補償を行います。

事業中の路線の中には、さまざまな理由で道路事業用地として未取得の用地
が残り、事業が長期化しているようなケースがあります。
現況道路を拡幅し、歩道を整備するような場合には、用地取得が完了してい
る一部の区間で暫定的に歩道を設置することにより歩行者の安全性が向上する
など、一定の整備効果を発現させることが可能となります。
事業中の路線において、事業の早期完了を目指すとともに、事業中の段階で
も、状況に応じた暫定的な整備などの工夫により、一定の事業効果を発現させ
るような取り組みを検討していきます。

道路計画線

事業用地としてすでに取得済みの用地
すでに取得した用地を利用して、歩行者や
自転車利用者のための暫定的な通路を整備



平成 28 年 3月見直しの内容

平成28年3月に東京都・特別区・26市・2町は、「東京における都市計
画道路の整備方針（第四次事業化計画）」を策定し、今後10年間（平成
28年度から平成37年度）で優先的に整備すべき路線（優先整備路線）を
選定しました。
世田谷区では、「せたがや道づくりプラン」と「東京における都市計画

道路の整備方針（第四次事業化計画）」との整合を図るため、第四次事業
化計画で位置づけられた世田谷区施行の優先整備路線を、道づくりプラン
における優先整備路線とする見直しを行いました。

●　 「東京における都市計画道路の整備方針（第四次事業化計画）」の策定　
　　にともなう「せたがや道づくりプラン」の見直しについて

●　 将来道路網計画の見直しについて

平成16年3月に策定された「区部における都市計画道路の整備方針」に
おいて「見直し候補区間」に位置づけられていた都市計画道路補助第52号
線の一部区間（補助第217号線から西側の約550m）の都市計画が平成28
年3月に廃止されました。
この都市計画道路の廃止にともない、接続する主要生活道路の見直しを

行い、主要生活道路204号線及び331号線の区間を変更しました。
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せたがや道づくりプラン
【道 路 整 備 方 針】


